
非常変災時における対応方針 

       令和６年９月制定 

                                安八町・東安中組合教育委員会 

 

１校長は、テレビ・ラジオ、防災関連ホームページ等を活用するとともに、役場総務課等関係機関

と連絡を密にし、暴風、大雨、洪水等に関する気象、地震等の自然災害、その他の状況の把握に

努め、非常変災時における児童生徒の安全確保を期するものとする。  

２非常変災時に（３を除く。）臨時に授業を行わないこととすること（以下「休業」という。）の決

定及び児童生徒の安全確保については、次のとおりとする。 

（１） 非常変災に伴う休業は、教育委員会と連携を図り、校長が決定する。その際には、次の各点

に留意すること 

【気象警報等発表の場合】  

①登校に関して  

ア 警報が発表されている場合は、自宅又は安全を確保できる場所に待機することを原則とす

る。 

イ 待機及び授業開始等の基準は、校長が決定し、児童生徒・保護者に示す。 

  ②在校中に関して  

ア 警報発表中及び警報発表が予想される場合は、学校待機を原則とする。  

イ 特別警報が発表された場合は学校に待機させ、危機管理マニュアルに則り、安全確保に努 

める。  

③下校に関して  

ア 警報発表後に帰宅させる場合は、警報解除後を原則とする。その際、児童生徒だけで帰宅さ

せず、引渡し下校とする。安全が確認できれば、地区担当教員引率のもと、集団で帰宅させ

る。 

【地震発生の場合】 

①登校に関して  

ア 震度５弱以上の地震が発生した場合は、自宅又は安全を確保できる場所に待機することを

原則とする。  

イ 登校途中に発生した場合は、直ちに近くの広い場所に避難し、揺れが収まってから自宅又は

学校、指定避難所等近くの安全な場所に移動し、待機する。  

ウ 休業及び授業開始等については、学校周辺、通学路等の安全を確認して校長が決定し、児童

生徒・保護者に示す。  

②在校中に関して  

ア 登校後に震度５弱以上の地震が発生した場合は、危機管理マニュアルに則り安全確保に努

める。 

③下校に関して 

 ア 震度５弱以上の地震が発生した場合は、学校待機を原則とする。  

イ 校長は学校周辺、通学路等の安全を確認し、児童生徒の下校について判断する。下校させ

る場合は、保護者への引渡しを原則とする。  



ウ 下校途中に発生した場合は、登校途中に発生した場合に準じる。  

エ 自宅への到着確認を確実に行う。  

（２） 情報の把握、伝達に関して  

①警報発表中及び警報発表が予想される場合並びに震度５弱以上の地震が発生した場合は、情報

を把握する本部（担当者）を置く。  

②担当者は、把握した情報を遅滞なく教職員に伝達する。  

（３） 保護者への連絡に関して  

①警報発表中及び警報発表が予想される場合並びに震度５弱以上の地震が発生した場合の対応 

については、保護者へ確実に連絡する。  

②保護者への連絡方法は、事前に複数確保しておく。  

（４） 県内広域に大規模な災害の発生が予想され、速やかにその徹底を要する場合は、（１）にか

かわらず、教育委員会が休業を決定するものとする。  

３ 南海トラフ地震臨時情報が発表された場合における休業の決定及び児童生徒の安全確保につい

ては、次のとおりとする。  

（１） 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表時  

日頃からの地震への備えを再確認するとともに、後発地震に注意した行動をとることを児童

生徒・保護者に周知したうえで、通常どおり授業を行うことを原則とする。ただし、町災害対

策本部と協議を行い、必要と認めた場合は、教育委員会が休業及び休業期間を決定するものと

する。  

（２） 南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）発表により教育委員会が指定した休業期間経過後

及び南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）発表時  

日頃からの地震への備えを再確認するとともに、後発地震に注意した行動をとることを児童生

徒・保護者に周知したうえで、通常どおり授業を行うことを原則とする。 

〈学校の非常変災時における対応の留意点〉 

①自宅待機、学校待機等に関する学校ごとの基準の作成  

学校は、自宅待機や学校待機等にする場合の基準の作成を行う。 

（※）安全を確保できる場所 安全な親類・知人宅や指定避難所など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



安八町立小中学校・東中学校の非常変災時における対応の留意点 

  

① 気象警報・地震情報及び被害状況等の情報収集担当者の設置等、多面的に情報が収集でき

る体制の整備 

警報発表中及び警報発表が予想される場合、震度５弱以上の地震が発生した場合は、刻々

と変化する気象警報・地震情報及び被害状況を収集する担当者を設置するとともに、得ら

れた情報を迅速かつ確実に共有するための体制を整備する。 

学校待機等の対応を判断する場合は、気象警報・地震等に関する情報がよりどころとな

ることから、確実に情報を把握する担当者を決めて対応するとともに、刻々と変化する気

象警報・地震情報及び被害状況が校内の教職員に迅速かつ確実に共有されるようにする必

要がある。より多面的に情報収集ができる方法を活用するとともに、体制を整備する。よ

り詳細で最新の情報が得られる気象庁のホームページ等の防災関連ホームページや岐阜県

の情報配信サービスを活用したり、役場総務課や近隣地域・周辺学校等からの情報を得た

りするなど、情報が収集できる体制の整備に努める。 

 

② タイムライン（※１）の作成と対応の判断  

多面的に収集した情報を基にタイムラインを作成し、学校としての対応を判断する。 

校長は教育委員会と連携を図り、得られた気象情報よりタイムラインを作成し、登下校

の判断を適切に行う。タイムラインの作成に当たっては、注意報・警報の発表状況、大雨・

洪水警報の危険度分布、雨雲レーダーを活用した雨雲の接近状況、降雨の影響による土砂

災害の発生の可能性、豪雨時の帰宅に要する時間の想定等、児童生徒の安全を確保するた

めの視点が重要である。  

（※１）タイムライン 「いつ」、「誰が」、「何をするのか」を、あらかじめ時系列で整理した防災行動計画  

③ 保護者への連絡手段の複数化  

メールだけでなく緊急連絡網等複数の連絡手段を整備する。 

保護者への連絡手段として、学校からのメール送信による連絡が主流になっているが、 

停電や通信手段の障害、メールサーバーの不具合等で届かない場合もある。学校は、その

時々の対応や児童生徒の状況等、保護者に対して適宜、情報を提供していく必要があるた

め、メール送信による連絡や災害伝言ダイヤルの活用、各学校の緊急連絡網の整備・周知

など、複数の連絡手段を用意しておく必要がある。  

④ 引渡し方法の打ち合わせ  

保護者への引渡しについては、その手段をあらかじめ周知し、事前のシミュレーション

を行っておく。 

警報発表中及び警報発表が予想される場合は速やかに保護者に連絡し、学校の対応を知

らせるとともに、引渡しが安全に行われるよう連絡を密にして、双方の協力で安全な帰宅

を完了させる。また、保護者へ引渡しを行う場合は、引渡し場所の状況を把握し、保護者の

安全も確保したうえで行うことが必要である。保護者の安全が確保できない場合は、児童

生徒を学校に待機させておく。また震度５弱以上の地震が発生した時には、保護者が被災

し連絡が取れなくなることも考えられる。その場合、保護者と連絡が取れるまで児童生徒

を学校に待機させておく。  



⑤ 学校に留め置くことや避難所運営を想定した備蓄品の準備 

大規模災害が発生した場合や気象警報が継続している場合、保護者への引渡しが遅れた

場合などに学校に待機させることを想定して、３日分程度の食糧や飲料水、保温シートな

どを備蓄しておく。 

保護者への引渡しを行う場合、保護者への連絡がすぐに取れないことや、保護者が安全

に引渡し場所へ到着できないこと、保護者の都合により遅い時間まで学校に待機させなけ

ればならないことなどが考えられる。そのような場合に対応するため、学校待機を想定し

て必要な備蓄品（食料、防寒用品、アレルギーや持病用の薬等）をあらかじめ保護者とよく

相談のうえ、準備しておくことが必要である。また、停電した場合に使用できない施設や

設備が何かを事前に把握しておき、対応策（懐中電灯やハンドマイク等の整備）を確認し

ておくことも必要である。 

大規模災害が発生した場合、学校が避難所に指定されているか否かに関わらず、地域住

民や帰宅困難者が避難してくることも想定される。避難所の運営は一義的には役場総務課

等が責任を負うものであるが、発災直後は学校職員が施設管理という点も踏まえて避難所

運営の協力を可能な限り行わざるを得ないことが予想される。学校は避難所運営方策等に

ついて、役場総務課等と連携し検証・整備すること。  

⑥ 連携・協力組織の編成と活用  

関係機関・地域等との平素の連携した活動を、緊急時の協力の源として活用する。 

居住地域や通学路等の安全確認を行う際には、関係機関や組織を活用する。特に、正確

な情報や的確な指示を期待できる役場総務課防災担当との連携を強化する必要がある。そ

のためには、校長や教頭、防災担当者は、平素からの関係機関等とのつながりを十分に築

いておく必要がある。また、学校の教育活動における普段からの地域との密接な関わりが、

協力を得られる源になり、緊急時に活用されるものとなる。  

⑦ 児童生徒が安全に帰宅したことの確認  

児童生徒が安全に帰宅したことを確認できる連絡体制を整備する。   

警報発表の有無にかかわらず、児童生徒の安全確保のためにとる対応については、保護

者への連絡を確実に行うとともに、児童生徒が安全に帰宅したことの確認を確実に行う必

要がある。全ての児童生徒が安全に帰宅したかどうかを確認できる連絡体制や方法を各学

校の状況に応じて整備する必要がある。 

⑧ 気象警報（災害）等に対する教職員の十分な理解   

気象警報等の種類と予想される災害（被害）を教職員が十分理解する。 

土砂災害警戒情報や竜巻注意情報、緊急地震速報、特別警報などや、見過ごしがちな雷

注意報など、各種注意報や気象にかかる警報の意味、想定される災害（被害）を教職員が熟

知することが必要である。教職員が、正しい知識を身に付け、事前の対応や安全確認、さら

に防災教育の指導等に万全を期す必要がある。また、児童生徒に対しては、「通学路の危険

箇所をあらかじめ確認しておく」、「危険箇所には近づかない」など、「自分の命は自分で守

る」ことを、発達段階に応じて指導しておく必要がある。  


